























































（ 1 ）　最二小判昭47・ 6 ・ 2 民集26巻 5 号957頁、昭和23・ 6 ・21民事甲第1897号民
事局長回答・登記先例上834─835頁、昭和36・ 7 ・21民事三発第625号民事局第 3 課
長回答・登記先例追Ⅲ588頁。


















訴法115条 1 項 2 号の立法経緯をもとに、同号の直接適用を認めることが
できると解する。













①最二小判昭47・ 6・ 2 民集26巻 5 号957頁〔権利能力なき社団の代表者に
よる所有権移転登記手続請求訴訟〕
　［事案の概要］　権利能力なき社団 A の資産である土地建物について、
A の会長であった Y の個人名義で、土地の所有権移転登記、建物の所有
権保存登記がなされていたところ、Y が会長を辞任した後に、新たに X
が会長に選任された。そこで、X が個人として Y に対し訴えを提起し、
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であ
ることの確認」等を求めて訴えを提起した、というものである。所有権確




























B について、相続を原因として、C・D を経由し亡 E に移転登記がなされ
















































する登記名義人 B を家督相続した C の三女である Y に対し、代表者 A
























































2 ・15判時255号28頁、東京地判昭37・ 2 ・ 3 ジュリ250号判例カード206等参照。








　［事案の概要］　権利能力なき社団 X が、Y に対し、権利能力なき社団





















































































































186　　早法 92 巻 1 号（2016）
権利は、代表者自身に帰属する





























（11）　信託法75条 1 項（旧法50条 1 項）及び新井誠『信託法［第 4 版］』218頁（有斐
閣、2014）参照。
































難である点について、第 3 章第 2 節参照。






































































































































































































（24）　最三小判平22・ 6 ・29民集64巻 4 号1235頁（以下、「平成22年最判」とする）。
194　　早法 92 巻 1 号（2016）
　なお、代表者又は登記名義人とされた構成員にも判決の効力が及ぶ根拠









































































































































































































































































で き な い と す る）、 三 ケ 月 章『民 事 訴 訟 法（法 律 学 全 集35）』182頁（有 斐 閣、
1959）、新堂幸司『新民事訴訟法［第 5 版］』150頁（弘文堂、2011）、伊藤眞『民事






































































































当事者能力を認めた意義が失われる、として民訴法115条 1 項 2 号の適用を肯定し、
小島武司『民事訴訟法』140頁（有斐閣、2013）も、権利能力なき社団の提訴許容












































　［事案の概要］　宗教法人 A 寺の住職であったが A 寺に辞任する旨の退
職願を提出した原告 X が、A 寺住職の任免権を有する包括宗教法人 Y1
と、新たに A 寺の責任役員及び代表役員に就任した Y2を相手に、自己の
辞任の意思表示が無効であると主張して、自己が宗教法人 A 寺の住職・
責任役員・代表役員の地位にあることの確認を求める訴えを提起した。










































208　　早法 92 巻 1 号（2016）
れず、したがって、このような訴えは、即時確定の利益を欠き、不適法な
訴えとして却下を免れないというべきである（最高裁昭和41年（オ）第805





























































































































（58）　（a）判決が引用する、最二小判昭42・ 2 ・10民集21巻 1 号112頁、最三小判昭
43・12・24集民93号859頁参照。


























































































































































































































































店、1965）、佐久間毅『民法の基礎 1  総則［第 3 版］』379頁（有斐閣、2008）等。
（67）　前掲昭和32年最判。












































































（1967）（同『民法論集 第 1 巻』227頁以下（有斐閣、1970）所収）。
（76）　四宮＝能見・前掲注（73）151頁。山本弘「法人格なき社団をめぐる民事手続
法上の諸問題（ 1 ）」法教374号133頁（2011）も参照。



































































11名は既に死亡しており（うち 9 名については大正12年に、 2 名については昭和 2
～ 8 年の間に登記名義人となり、その後登記名義人の変更はない）、X の代表者 A





























































226　　早法 92 巻 1 号（2016）
においても、ライヒ裁判所時代の古い判決（RG, Urteil vom 4. 2. 1929 - Ⅳ 






































































































































































（ 2）　民訴法115条 1項 2号適用の可否
（85）

















則である「当事者」ではなく、当事者に準ずる者として 2 号～ 4 号のいずれかに該
当すると考えるべきである。































（88）　三ケ月章『民事訴訟法研究 第 6 巻』 3 頁（有斐閣、1972）、鈴木正裕＝青山善
充編『注釈民事訴訟法（ 4 ）』428頁〔伊藤眞〕（有斐閣、1997）。




































（92）　松本博之ほか編『日本立法資料全集本巻 民事訴訟法〔大正改正編〕（ 4 ）』21
頁（信山社、1993）。
（93）　松本ほか編・前掲注（92） 192頁。




























































として、民訴法115条 1 項 2 号の適用を示唆する。
















































1 項 2 号に求めるが、これは、一般的に訴訟担当に関する規定であると解
されている同号の適用範囲を、訴訟担当以外にも拡張するものである。も

























































 （2016年 7 月脱稿）
